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１. 18年  3月期の連結業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）
(1)連結経営成績 (注）金額は百万円未満を切捨て

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年  3月期 37,226 3.0 8,926 △ 12.0 8,293 △ 13.4
17年  3月期 36,145 17.0 10,149 69.3 9,579 46.3

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

営業収益
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

18年  3月期 4,952 △ 10.3 48   93 - 4.0 0.1 22.3
17年  3月期 5,519 37.9 　　　　　54   08 - 4.6 0.1 26.5

(注)①持分法投資損益 18年  3月期       △815 百万円                  17年  3月期       △777 百万円    

     ②期中平均株式数（連結）　18年  3月期   98,706,637 株　　　17年  3月期   98,867,139 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④総資本経常利益率＝経常利益／（期首総資本＋期末総資本）÷2×100

        総資本＝負債（※）・資本合計（※預り担保有価証券、借入有価証券等を除く）

     ⑤営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年  3月期 9,722,382 118,961 1.7 1,205    27
17年  3月期 9,229,973 126,337 1.7 1,276    04

(注)①期末発行済株式数（連結）　18年  3月期   98,599,095 株　　　17年  3月期   98,871,887 株

     ②株主資本比率＝資本合計／負債（※）・資本合計×100（※預り担保有価証券、借入有価証券等を除く）

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高
百万円 百万円 百万円 百万円

18年  3月期 △ 87,764 △ 1,746 △ 2,620 3,823
17年  3月期 63,084 △ 1,752 △ 743 95,955

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  3 社   持分法適用非連結子会社数　0 社   持分法適用関連会社数　3 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0 社   （除外）0 社   持分法（新規）0 社   （除外）0 社

２. 19年  3月期の連結業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

中間期 19,000 6,600 3,900
通　 期 39,000 12,700 7,400

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    75円05銭

※上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提･見直し･計画に基づく予想が含まれております。

   株式市況・金利の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予想値と大幅に異なる可能性があります。  

   なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の6ページをご参照下さい。

営　業　収　益 経　常　利　益 当　期　純　利　益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

経  常  利  益

当期純利益

１株当たり株主資本

営　業　収　益 営  業  利  益

－ 1 －
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１． 企業集団の状況 

当社および当社連結子会社等（以下「当社グループ」という。）は、証券金融業およ

び情報処理サービス業を中心に事業を展開しております。 

当社は、証券取引法上の免許を受けている貸借取引業務のほか、証券会社や個人投資

家、機関投資家等に対し金銭および有価証券の貸付業務を行っています。債券営業部門

においては現先取引等の証券業務を行っており、当該業務は証券取引法の規定により内

閣総理大臣の登録を受けています。 

当社グループ各社については証券金融業および情報処理サービス業の事業の種類別に

以下に図示します。 

〈証券金融業〉 

日本証券金融株式会社  

…貸借取引業務、金銭および有価証券の貸付業務、 

現先取引等の証券業務 

 

（連結子会社）日証金信託銀行株式会社 

…有価証券等の信託業務および預金･貸出等の銀行業務 

（連結子会社）日本ビルディング株式会社※1 

…当社グループ所有の不動産の賃貸･管理 

 

〈情報処理サービス業〉 

（連結子会社）ジェイエスフィット株式会社※1 

…情報処理サービス、情報提供サービス 

（持分法適用関連会社）日本電子計算株式会社※1 

…情報処理サービス、ソフトウェアの開発・販売 

（持分法非適用関連会社）株式会社ジェイ・アイ・エス 

…情報処理サービス、人材派遣サービス 

 

〈その他事業〉 

（持分法適用関連会社）日本証券代行株式会社 

…有価証券等清算取次ぎ業務、証券管理･名義書換代理人業務 

  私設取引システム運営業務 

（持分法適用関連会社）日本協栄証券株式会社※2 

…証券業務 

※1 ジェイエスフィット株式会社は平成 18 年 7 月 1 日付でその営業の一部を会社分割により日本

ビルディング株式会社に承継し、同年 7 月 3 日付で当社が直接間接に保有するジェイエスフィ

ット株式会社株式の一部を日本電子計算株式会社に譲渡する予定です。 

※2 日本協栄証券株式会社は平成 18 年 4 月 1 日付でネットウィング証券株式会社に商号変更しま

した。 

( 添 付 資 料 ) 
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２．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、証券金融の専門機関として証券市場の発展に貢献することを使命としており、

以下を基本方針として、時代の気運に呼応し、社会の要請に応えてまいります。 

①社会的責任と公共的使命を強く認識しつつ、証券市場の発展に繋がるさまざまなニ

ーズを把握し積極的に応えていく。 

②貸借取引業務において、制度、運用両面での改善を推進して取引残高の伸長を図る

とともに、貸借取引以外の業務の拡充に努め、当社の収益基盤を一層堅固なものと

する。 

③企業統治および経営リスクの管理を徹底し、株主およびお取引先の皆様から揺るぎ

ない信頼を得ていく。 

 

(2) 会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主への長期安定的な利益還元を経営の重要な課題として位置づけており、

金融機関として必要な自己資本や内部留保の充実を勘案したうえ、業績を加味しながら

配当を行うことを基本方針としております。 

当面の配当政策といたしましては、業績を反映させる基準として、配当性向（単体）

が 40％程度となるよう利益還元することとしております。 

 

(3) 当面の経営戦略 

① 中期経営計画 

当社では、平成 18 年度から 20 年度までの 3 年間を対象とした中期経営計画を本年

3 月に発表いたしました。本計画では、その最終年度である平成 20 年度までに当社単

体の経常利益 120 億円の達成を経営目標としております。 

[戦略] 

ⅰ）貸借取引の競争力強化 

ⅱ）日証金ネットの活用による有価証券担保貸付・有価証券貸付の拡充 

ⅲ）一般信用取引向け貸付およびインターネット利用の個人顧客向け貸付の推進 

ⅳ）資金調達力の強化、組織・業務運営の効率化による廉価良質なサービスの提供 

ⅴ）決済制度改革への積極的対応 

ⅵ）内部統制、リスク管理に万全を期すとともに、コンプライアンスを徹底 

ⅶ）グループ会社間のシナジー効果発揮および各社の経営自由度向上のための資本

関係見直し 

② 経営体制改革および役員報酬制度見直し 

コーポレート・ガバナンスをより一層強化するとともに、経営の効率化および業務

執行の迅速化を図る観点から、取締役会のスリム化および執行役員制度の導入を決定

しました。また、役員の経営責任を明確にするため、役員退職慰労金を廃止するとと

もに、取締役の報酬と会社業績との連動性を高める観点から、株価連動型報酬制度を

導入することとし、いずれも本年 6 月開催の定時株主総会後から実施する予定です。 

③ ＩＲ（インベスターズ・リレーションズ）活動の強化 

ホームページや決算説明会などを通じた株主や投資家の方々に対する情報開示をよ

り一層充実するとともに積極的な情報発信を行うなど、ＩＲ活動を強化してまいりま

す。当社はこれまでも中期経営計画説明会を実施したほか、機関投資家とのＩＲミー

ティングを随時実施しておりますが、これに加え、個人投資家向けＩＲの実施や海外

の機関投資家とのＩＲ活動も積極的に実施してまいります。 
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(4) 対処すべき課題 

インターネットを活用した個人投資家層の拡大に伴って、株式の売買代金に占める個

人の割合も過去 5 年で倍増し、昨年 12 月末には家計の保有する株式の残高が約 16 年ぶ

りに 100 兆円を突破するなど、「貯蓄から投資へ」の流れが一段と鮮明になってきてい

ます。また、証券決済制度改革の総仕上げである株券電子化については、その制度要綱

が本年 3 月に取りまとめられるなど、実施期限である 3 年後の平成 21 年を控え着々と準

備が進められております。 

こうした中、当社は証券・金融界の多様化するニーズに柔軟に対応し、証券金融の専

門機関として証券市場の発展に貢献することが使命であると考えております。具体的に

は、本年 3 月に公表した中期経営計画に基づき、主要業務である貸借取引においては、

制度、運用両面の改善を推進するとともに貸借銘柄数拡大に向けて株券調達能力の強化

などに引き続き注力し、競争力を強化してまいります。昨年 10 月に開始した一般信用取

引を対象とする証券会社向け貸付である一般信用ファイナンスの取引先を拡大するなど、

貸借取引以外の貸付残高の伸長にも努めてまいります。本年 4 月より機構改革を実施し

て検査部および審査部を、それぞれ監査部およびリスク管理部として業務内容を改め、

これまで以上に監視活動の強化やリスク管理の充実・強化を図り内部統制を確固たるも

のにしてまいります。 

日証金信託銀行㈱は、信託銀行の特色を生かした顧客分別金信託や有価証券信託など

の業務展開に加え、貸付部門および信託部門の営業力を強化し均衡の取れた安定的な収

益構造の構築を目指し、証券市場における信託銀行として証券市場の発展に一段と貢献

してまいります。 

今般、当社グループ内の事業ポートフォリオ集約による業務の一層の効率化および事

業内容に相応した資本関係の見直しによる業務の円滑化を図る観点から、子会社である

ジェイエスフィット㈱の会社分割および分割後の同社株式の譲渡を行うこととしました。 

今後も、証券市場における当社グループの基盤をさらに強固にするとともにその総合

力を向上させる観点から、引き続きグループ全体の業務および資本関係の見直しを行っ

てまいります。 

 

３．経営成績及び財政状態 

（1）経営成績 

① 当期の概況 

当期におけるわが国経済を顧みますと、好調な企業収益を背景に設備投資が増加傾

向で推移したほか、雇用者所得の改善から個人消費も底堅さを増すなど、景気は回復

基調を辿りました。 

株式市場についてみますと、期初 1,186 ポイントで始まった東証株価指数

（TOPIX）は、米国景気の減速懸念などから 5 月には 1,109 ポイントまで下落しまし

たが、その後景気回復期待の高まりや好調な企業業績が好感され上昇しました。年明

け後、一部新興企業に関する報道をきっかけに相場観が交錯し振幅の大きくなる場面

もありましたが、1 月末には 5 年 9 か月ぶりに 1,700 ポイントを回復し、期末は

1,728 ポイントで取引を終えました。 

期中における東証第一部 1 日平均売買高は 21 億 80 百万株と前期比 6 億 55 百万株

増加し、同売買代金も 2 兆 2,521 億円と前期比 9,219 億円増加しました。 

この間、東京市場における制度信用取引買い残高は期初の 2 兆 6 千億円台から 8 月

には一時 2 兆 3 千億円を割り込みましたが、その後は相場全体が強い上昇基調となっ

たことに伴い増加しました。2 月には平成 3 年 5 月以来約 15 年ぶりに 5 兆円を超え、

期末は 4 兆 5 千億円台となりました。一方、同売り残高は 6 千億円から 1 兆円のレン

ジで推移し、期末は 9 千億円台となりました。 

次に公社債市場についてみますと、期初 1.328％であった新発 10 年国債の利回り
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は、6 月には世界的な長期金利の低下基調を受け一時 1.165％まで低下しました。そ

の後、株式市場の動向や日銀の量的緩和政策解除観測等から上下する展開となりまし

たが、量的緩和解除の実施が確実視されてからは上昇基調となり、3 月末は 1.764％

となりました。 

このような環境にあって、当社グループの貸付金総残高（期中平均）は 2 兆 7,600

億円と前期比 4,456 億円の増加となりました。これは、制度信用取引買い残高が高水

準に推移したことにより貸借取引貸付金が増加したことによるものです。 

連結営業収益は、保有国債残高の減少に伴い利息収入が減少しましたが、貸借取引

業務における貸付金利息が増加したことにより前期比 3.0％増の 37,226 百万円とな

りました。一方、同営業費用については、有価証券借入料が営業収益に計上している

有価証券貸付料と見合う形で増加したことや日証金信託銀行㈱の債券の売却損が増加

したことにより前期比 16.5％増の 19,142 百万円となりました。 

この結果、連結営業利益は 8,926 百万円（前期比 12.0％減）、同経常利益は持分

法適用関連会社の業績低迷による投資損失 815 百万円を営業外費用に計上し、8,293

百万円（前期比 13.4％減）となりました。また、貸倒引当金の戻入等により 33 百万

円を特別利益に、日本ビルディング㈱の所有するビルの建替えに伴う固定資産除却損

等により 140 百万円を特別損失にそれぞれ計上し、連結当期純利益は 4,952 百万円

（前期比 10.3％減）となりました。 
次に各セグメント別の営業概況をご報告いたします。 

○ 証券金融業部門 

貸借取引業務においては、制度信用取引買い残高の増加を受けて、貸借取引貸付金

が期中平均で 1 兆 6,376 億円と前期比 5,390 億円の大幅な増加となったことから、貸

付金利息は増収となりました。また、貸借取引貸付有価証券も期中平均で 6,510 億円

と前期比 1,128 億円増加したことなどから有価証券貸付料も増収となりました。この

結果、当業務の営業収益は 22,993 百万円（前期比 32.8％増）となりました。 

公社債貸付・一般貸付業務においては、証券会社向けは相場変動に伴う手許流動性

の確保を目的とする資金需要や、昨年 10 月より開始した一般信用ファイナンスによ

る残高積上げがあったものの、個人・一般事業会社向けが伸び悩み、公社債貸付、一

般貸付の期中平均残高はそれぞれ 18 億円、446 億円（うち一般信用ファイナンスの

同残高は 25 億円）となり、当業務の営業収益は 864 百万円（同 2.6％減）となりま

した。 

有価証券貸付業務においては、一般貸株部門において転換社債型新株予約権付社債

発行や公募増資等に絡んだつなぎ売りやフェイル回避目的での借株需要が旺盛であっ

たことに加え、債券営業部門において取引先の拡大やＳＣ取引（銘柄を特定した取

引）に注力したことから、当業務の営業収益は 2,699 百万円（同 40.1％増）となり

ました。 

信託銀行業務においては、預金保険機構や財務省特別会計の借入金入札が減少した

ため、貸付金の期中平均残高は 1 兆 164 億円と前期比 1,415 億円減となりましたが、

シンジケートローンの貸出に注力したことから貸付金利息は増収となりました。一方、

有価証券投資につきましては、期中において一時的に残高を圧縮したことなどから利

息収入や売却益が大幅減となり、当業務の営業収益は 4,286 百万円（同 47.8％減）

となりました。 

その他の収益は、保有国債残高の減少に伴い利息収入が減少したことから、2,517

百万円（同 35.6％減）となりました。 

この結果、証券金融業部門における営業収益は 34,233 百万円（同 3.2％増）とな

りました。 

○ 情報処理サービス業部門 

情報処理サービス業部門においては、エントリーサービス業務やリース業務の受注
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が減少しましたが、システム開発業務において通信販売管理ソフトの売上が好調だっ

たことから、当部門の営業収益は 2,992 百万円（前期比 0.9％増）となりました。 

 

② 次期の見通し 

景気の先行きにつきましては、企業の過剰債務などの構造的な調整圧力が解消され

てきており、企業の雇用不足感が強まるなど経済活動の水準が高まる中で、海外経済

の拡大に伴い輸出が増加し、また、高水準の企業収益や雇用者所得の緩やかな増加を

背景として国内民間需要も増加していく可能性が高く、全体として着実に回復を続け

ていくものと思われます。 

こうした状況下、当社におきましては、日証金信託銀行㈱からの配当金が大きく減

少するものの、東京市場の制度信用取引買い残高が 4 月以降も堅調に推移しているこ

とから通期の貸借取引融資残高の増加を見込んでおり、増収増益を予想しております。 

また、連結子会社については、2 社ともほぼ前期並みの利益水準を予想しておりま

す。持分法適用関連会社については、日本電子計算㈱はほぼ前期並みの利益となり、

日本証券代行㈱は赤字の大幅な縮小となる一方、ネットウィング証券㈱（旧 日本協

栄証券㈱）は経常利益では前期並みの利益水準となるものの繰越欠損金の解消に伴い

税金費用が発生すること等により減益を予想しております。 

こうしたことから、連結営業収益は 39,000 百万円（前期比 4.8％増）、経常利益は

12,700 百万円（前期比 53.1％増）、また当期純利益は 7,400 百万円（前期比 49.4％

増）を見込んでおります。 

 

（2）財政状態 

① 資産・負債等の状況 

資産合計額は 9 兆 7,223 億円と前期末に比べて 4,924 億円、負債合計額は 9 兆

6,034 億円と前期末に比べて 4,997 億円それぞれ増加し、資本合計額は 1,189 億円と

前期末に比べて 73 億円減少しました。この主な要因は以下のとおりです。 

なお、当社の貸借対照表の特徴といたしまして、流動資産の「貸付有価証券」「保

管有価証券」「寄託有価証券」は、貸借取引業務や有価証券貸付業務にかかる有価証

券の勘定科目であり、その合計額は流動負債の「預り担保有価証券」「借入有価証

券」「貸付有価証券見返」の合計額と相対しております。当期末におけるこれら有価

証券の勘定科目は資産、負債ともに 2 兆 6,392 億円と前期末に比べて 8,232 億円増加

しております。 

 

○ 資産 

有価証券および投資有価証券…保有する債券について分散型ポートフォリオを構築

しつつ総残高を減少させたことから、前期末に比べて有価証券は 2,800 億円増加し、

投資有価証券は 7,287 億円減少しました。 

貸付金…貸借取引貸付金が増加したことから、前期末に比べて 6,668 億円増加しま

した。 

寄託有価証券…貸借取引貸付金の担保として差入を受けた有価証券のうち資金調達

のために寄託するものであり、貸借取引貸付金が増加したことから、前期末に比べて

7,844 億円増加しました。 

○ 負債 

コール・マネーおよび短期借入金…貸付金の増加に伴い資金調達額が増加したこと

から、前期末に比べて 5,542 億円および 6,180 億円それぞれ増加しました。 

売渡手形…すべて日本銀行の手形買いオペ分に対応するもので、信託銀行業務にお

ける資金調達が減少したことから、前期末に比べて 1 兆 4,627 億円減少しました。 
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預り担保有価証券…貸借取引貸付金の担保として差入を受けた有価証券であり貸借

取引貸付金が増加したことから、前期末に比べて 9,414 億円増加しました。 

○ 資本 

その他有価証券評価差額金…保有国債の時価評価額が下落したことによりその他有

価証券評価差額金がマイナスに転じ、前期末に比べて 95 億円減少しました。 

② キャッシュ・フローの状況 

当期末における連結ベースの現金および現金同等物は 3,823 百万円（前期比 92,131

百万円減）となりました。 

○ 営業活動によるキャッシュ･フロー 

売渡手形の減少等により、87,764 百万円の流出超となりました。 

○ 投資活動によるキャッシュ･フロー 

無形・有形固定資産の取得による支出等により、1,746 百万円の流出超となりまし

た。 

○ 財務活動によるキャッシュ･フロー 

配当金の支払い等により、2,620 百万円の流出超となりました。 

 

（3）事業等のリスク 

主要業務である貸借取引業務では、その貸付残高が制度信用取引の残高水準次第で大

きく変動することもあって、当証券金融業において、業績が証券･金融環境の変化によっ

て大きく影響を受ける可能性があります。 
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当社グループの貸付金状況（平均残高） 

 
当 連 結 会 計 年 度

自平成 17 年 4 月 1 日

至平成 18 年 3 月 31 日

前 連 結 会 計 年 度

自平成 16 年 4 月 1 日

至平成 17 年 3 月 31 日

増 減 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 比 率 

 億円 % 億円 % 億円 % 

貸 借 取 引 貸 付 金 16,376 59.3 10,986 47.5 5,390 49.1

公 社 債 貸 付 金 18 0.1 35 0.2 △16 △48.1

一 般 貸 付 金 
（うち一般信用ファイナンス）

446
(25)

1.6
(0.1)

418
(－)

1.8
(－)

27 
(25)

6.7
(－)

買 現 先 勘 定 538 2.0 67 0.3 471 703.1

信 託 銀 行 貸 付 金 10,164 36.8 11,580 50.0 △1,415 △12.2

そ の 他 55 0.2 55 0.2 △0 △0.4

合 計 27,600 100.0 23,143 100.0 4,456 19.3

（参 考） 
貸借取引貸付有価証券 6,510 － 5,382 － 1,128 21.0

当社グループ業務別営業収益の状況 

   
当 連 結 会 計 年 度

自平成 17 年 4 月 1 日

至平成 18 年 3 月 31 日

前 連 結 会 計 年 度

自平成 16 年 4 月 1 日

至平成 17 年 3 月 31 日

増 減 

   金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 比 率 
   百万円 % 百万円 % 百万円 % 

証 券 金 融 業 部 門 34,233 92.0 33,178 91.8 1,055 3.2

 貸 借 取 引 業 務 22,993 61.8 17,309 47.9 5,684 32.8

  貸 付 金 利 息 10,158 27.3 6,794 18.8 3,363 49.5

  有価証券貸付料 11,226 30.2 9,040 25.0 2,185 24.2

 公社債貸付･一般貸付業務  864 2.3 887 2.5 △22 △2.6

 有価証券貸付業務  2,699 7.3 1,926 5.3 773 40.1

  株    券 1,465 4.0 1,015 2.8 449 44.2

  債    券 1,234 3.3 910 2.5 323 35.6

 信 託 銀 行 業 務 4,286 11.5 8,205 22.7 △3,919 △47.8

  貸 付 金 利 息 1,382 3.7 1,067 3.0 314 29.5

  信  託  報  酬 161 0.4 227 0.6 △65 △29.0

 不動産賃貸業務 871 2.3 938 2.6 △67 △7.1

 そ の 他 2,517 6.8 3,910 10.8 △1,393 △35.6

情報処理サービス業部門  2,992 8.0 2,966 8.2 25 0.9

合   計 37,226 100.0 36,145 100.0 1,080 3.0
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貸借取引金利・貸株料の推移 
 
 

年 月 日（約定日） 
貸借取引 

融資金利 

貸株等 

代り金金利 
貸株料 

平成 7 年 10 月 11 日 0.95％ 0.00% － 

平成 10 年 1 月 20 日 1.25% (+0.30%) ↓ － 

平成 10 年 6 月 23 日 1.00% (△0.25%) ↓ － 

平成 11 年 3 月 9 日 0.70% (△0.30%) ↓ － 

平成 12 年 10 月 2 日 0.85% (＋0.15%) ↓ － 

平成 13 年 1 月 4 日 1.01% (+0.16%) ↓ － 

平成 13 年 3 月 5 日 0.88% (△0.13%) ↓ － 

平成 13 年 4 月 2 日 0.75% (△0.13%) ↓ － 

平成 13 年 5 月 1 日 0.60% (△0.15%) ↓ － 

平成 14 年 5 月 7 日 ↓ ↓ 0.40% 

平成 18 年 5 月 16 日現在 0.60% 0.00% 0.40% 

（注）平成 10 年 12 月以前の貸借取引融資金利および貸株等代り金金利は、弁済期限が 

6 カ月の金利を記載しております。 
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４．連結財務諸表等

（１）連結貸借対照表

（百万円未満切捨て）

科　　　　目
当連結会計年度 前連結会計年度

増　　減（△）
（平成18年3月31日現在）（平成17年3月31日現在）

〔資　産　の　部〕 百万円 百万円 百万円

流　動　資　産 9,026,381 7,810,626 1,215,754 

現 金 及 び 預 金 3,823 95,955 △92,131 

コ ー ル ・ ロ ー ン 118,000 136,000 △18,000 

受取手形及び売掛金 549 592 △42 

有 価 証 券 1,365,935 1,085,894 280,040 

た な 卸 資 産 24 13 11 

貸 付 金 3,194,928 2,528,075 666,852 

貸 付 有 価 証 券 705,150 604,539 100,611 

保 管 有 価 証 券 193,722 255,467 △61,744 

寄 託 有 価 証 券 1,740,415 955,998 784,416 

繰 延 税 金 資 産 855 1,014 △158 

借入有価証券代り金 1,662,232 2,031,907 △369,675 

そ の 他 42,049 116,485 △74,435 

貸 倒 引 当 金 △1,307 △1,318 11 

固　定　資　産 696,001 1,419,347 △723,345 

有 形 固 定 資 産 7,530 6,973 557 

建物及び構築物 3,328 3,281 47 

器 具 及 び 備 品 480 522 △41 

土 地 3,323 3,063 260 

そ の 他 397 106 291 

無 形 固 定 資 産 3,838 4,454 △616 

投資その他の資産 684,632 1,407,918 △723,285 

投 資 有 価 証 券 669,067 1,397,824 △728,756 

社 内 貸 付 金 412 424 △12 

繰 延 税 金 資 産 7,465 450 7,014 

そ の 他 7,728 9,270 △1,541 

貸 倒 引 当 金 △41 △50 9 

資 産 合 計 9,722,382 9,229,973 492,409 

－ 10 －
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（百万円未満切捨て）

科　　　　目
当連結会計年度 前連結会計年度

増　　減（△）
（平成18年3月31日現在）（平成17年3月31日現在）

〔負　債　の　部〕 百万円 百万円 百万円

流　動　負　債 9,586,858 9,087,032 499,825 

買 掛 金 55 112 △57 

コ ー ル ・ マ ネ ー 1,964,400 1,410,200 554,200 

売 渡 手 形 672,400 2,135,100 △1,462,700 

短 期 借 入 金 1,577,820 959,820 618,000 

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー - 172,000 △172,000 

売 現 先 勘 定 114,420 26,697 87,722 

未 払 金 44,064 160,256 △116,192 

未 払 法 人 税 等 1,845 2,962 △1,116 

賞 与 引 当 金 591 602 △10 

貸付有価証券代り金 2,462,856 2,328,595 134,261 

預 り 担 保 有 価 証 券 2,328,082 1,386,619 941,463 

借 入 有 価 証 券 302,380 423,565 △121,184 

貸 付 有 価 証 券 見 返 8,825 5,820 3,004 

そ の 他 109,115 74,679 34,436 

固　定　負　債 16,562 16,603 △41 

長 期 借 入 金 4,500 2,500 2,000 

繰 延 税 金 負 債 - 224 △224 

再評価に係る繰延税金負債 98 103 △4 

退 職 給 付 引 当 金 3,264 3,386 △121 

役員退職慰労引当金 659 766 △107 

そ の 他 8,040 9,622 △1,582 

負 債 合 計 9,603,421 9,103,636 499,784 

〔少数株主持分〕

少 数 株 主 持 分 - - - 

〔資　本　の　部〕

資 本 金 10,000 10,000 - 

資 本 剰 余 金 5,181 5,181 - 

利 益 剰 余 金 109,871 107,473 2,398 

土 地 再 評 価 差 額 金 143 150 △7 

その他有価証券評価差額金 △5,751 3,784 △9,535 

自 己 株 式 △484 △252 △231 

資 本 合 計 118,961 126,337 △7,375 

負債、少数株主持分及び資本合計 9,722,382 9,229,973 492,409 

－ 11 －
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（２）連結損益計算書

（百万円未満切捨て）

科　　　　目
当連結会計年度 前連結会計年度

増　減（△）自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日
至 平成18年3月31日 至 平成17年3月31日

百万円 百万円 百万円

営 業 収 益 37,226 36,145 1,080 

貸 付 金 利 息 12,413 8,758 3,655 

借入有価証券代り金利息 1,226 1,177 49 

有 価 証 券 貸 付 料 13,777 11,044 2,732 

そ の 他 9,808 15,164 △5,356 

営 業 費 用 19,142 16,429 2,712 

支 払 利 息 1,489 1,512 △22 

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ･ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ 利息 35 27 8 

有 価 証 券 借 入 料 9,540 7,615 1,924 

そ の 他 8,076 7,274 802 

営 業 総 利 益 18,083 19,715 △1,631 

一 般 管 理 費 9,157 9,566 △409 

営 業 利 益 8,926 10,149 △1,222 

営 業 外 収 益 196 215 △18 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 75 69 5 

賃 貸 料 47 94 △46 

そ の 他 74 51 22 

営 業 外 費 用 830 784 45 

支 払 利 息 3 4 △0 

持分法による投資損失 815 777 37 

そ の 他 11 2 8 

経 常 利 益 8,293 9,579 △1,286 

特 別 利 益 33 279 △245 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 17 - 17 

固 定 資 産 売 却 益 - 2 △2 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 - 234 △234 

投 資 有 価 証 券 受 贈 益 16 - 16 

東京証券福祉共済会清算分配金 - 43 △43 

特 別 損 失 140 354 △213 

過 年 度 損 益 修 正 損 - 0 △0 

固 定 資 産 売 却 損 9 16 △6 

固 定 資 産 除 却 損 130 337 △207 

税金等調整前当期純利益 8,186 9,505 △1,318 

法人税、住民税及び事業税 2,996 4,022 △1,026 

法 人 税 等 調 整 額 237 △37 274 

3,233 3,985 △751 

当 期 純 利 益 4,952 5,519 △566 

－ 12 －
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（３）連結剰余金計算書

（百万円未満切捨て）

科　　　　目

当連結会計年度 前連結会計年度

自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日
至 平成18年3月31日 至 平成17年3月31日

百万円 百万円

〔資本剰余金の部〕

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 5,181                   5,181                   

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 5,181                   5,181                   

〔利益剰余金の部〕

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 107,473                 101,927                 

利 益 剰 余 金 増 加 高 4,959                   6,522                   

当 期 純 利 益 4,952                   5,519                   

持 分 法 適 用 会 社 増 加
による利益剰余金増加高

-                       1,003                   

土地再評価差額金取崩額 7                       -                       

利 益 剰 余 金 減 少 高 2,561                   976                     

配 当 金 2,388                   697                     

役 員 賞 与 172                     115                     

土地再評価差額金取崩額 -                       163                     

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 109,871                 107,473                 

－ 13 －
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（百万円未満切捨て）

科　       　　　目
当連結会計年度 前連結会計年度

自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日
至 平成18年3月31日 至 平成17年3月31日

百万円 百万円

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 8,186 9,505 
減価償却費 1,627 1,488 
固定資産除売却損 140 352 
有価証券関係損益（益：△） 2,379 △1,127 
貸倒引当金の増減額（減少：△） △20 375 
賞与引当金の減少額 △10 △40 
退職給付引当金の減少額 △121 △84 
役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） △107 23 
受取利息及び受取配当金 △16,481 △15,395 
支払利息 1,528 1,543 
持分法による投資損失 815 777 
貸付金の増加額 △666,852 △47,743 
コール・ローンの減少額 18,000 197,000 
借入有価証券代り金の増減額（増加：△） 369,675 △192,380 
コール・マネーの増減額（減少：△） 554,200 △18,200 
売渡手形の減少額 △1,462,700 △326,500 
借入金の増減額（減少：△） 618,000 △264,000 
売現先勘定の増減額（減少：△） 87,722 △55,567 
コマーシャル・ペーパーの減少額 △172,000 △38,000 
貸付有価証券代り金の増加額 134,261 319,180 
貸借取引担保金の増減額（減少：△） 24,772 △15,293 
長期借入金の増加額 2,000 2,500 
売上債権の減少額 42 72 
たな卸資産の増減額（増加：△） △11 3 
仕入債務の増減額（減少：△） △57 3 
有価証券の取得による支出 △6,846,295 △12,190,039 
有価証券の売却・償還による収入 7,173,246 12,778,649 
役員賞与の支払額 △172 △115 
その他 70,409 △95,472 
　　　　小　　　　計 △97,822 51,516 
利息及び配当金の受取額 16,550 16,382 
利息の支払額 △1,552 △1,470 
法人税等の支払額 △4,940 △3,344 

営業活動によるキャッシュ・フロー △87,764 63,084 
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △156 △226 
有価証券の売却・償還による収入 100 659 
有形固定資産の取得による支出 △1,109 △731 
有形固定資産の売却による収入 7 140 
無形固定資産の取得による支出 △579 △1,680 
その他 △8 86 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,746 △1,752 
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △2,388 △697 
その他 △231 △45 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,620 △743 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 - - 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額( ) △92,131 又は減少額(△) 60,588 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 95,955 35,366 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 3,823 95,955 
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［ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ］ 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数 … 3 社 

会社名    日証金信託銀行(株)、日本ビルディング(株)、ジェイエスフィット(株) 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用の関連会社数 … 3 社 

会社名    日本証券代行(株)、日本電子計算(株)、日本協栄証券(株) 

（２）持分法非適用の関連会社数 … 1 社 

会社名    (株)ジェイ・アイ・エス 

同社については、連結純利益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため、持分法を適用しておりません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

売買目的有価証券 … 時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

満期保有目的の債券 … 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの … 移動平均法による原価法 

② たな卸資産…主として個別法による原価法を採用しております。 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物  3～50 年 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

（３）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15 年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしております。 
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④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております｡ 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づ

いて作成しております。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から 3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

［ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 ］ 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第 6 号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用しております。これに

よる当連結会計年度の損益に与える影響はありません。 

 

［ 連結貸借対照表関係 ］ 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

（１）有形固定資産の減価償却累計額 6,019百万円 6,193 百万円 

（２）関連会社の株式等 

投資有価証券（株式） 14,700

 

 〃 

 

14,612 

 

 〃 

（３）当社は、土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律（平成 13 年 3 月 31 日公布法律第 19 号）に基づき

事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差

額金」として資本の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 … 平成 14 年 3 月 31 日 

土地の再評価に関する法律

第 3 条第 3 項に規定する再

評価の方法 

… 土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日

公布政令第 119 号）第 2条第 4号に定める地価税法第 16

条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方

法により算定した価額に合理的な調整を行って算出して

おります。 

土地の再評価に関する法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における

時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 … 176 百万円 
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（４）担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産 

 
（当連結会計年度）

 
（前連結会計年度）

有価証券 
貸付金 
保管有価証券 
寄託有価証券 
借入有価証券代り金 
流動資産（その他） 
投資有価証券 
貸借取引担保金代用有価証券及び 
現金担保付債券取引等の受入有価証券 

1,340,870
503,441
29,000

1,325,493
98,477
500

600,888

2,693,540

百万円 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 

 〃 

1,075,295 
819,650 
120,000 
523,523 
175,528 

- 
1,252,428 

1,405,559 

百万円 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 

 〃 

上記に対応する債務 （当連結会計年度） （前連結会計年度）
コール・マネー 

売渡手形 

短期借入金 

売現先勘定 

貸付有価証券代り金 

借入有価証券 

流動負債（その他） 

1,395,100

672,400

-

114,420

169,749

98,477

1,914

百万円 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

892,000 

2,135,100 

4,000 

26,697 

599,998 

162,996 

2,114 

百万円 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

（５）当社及び連結子会社日証金信託銀行㈱における証券会社向け極度貸付、顧客向け極度貸付及
び当座貸越契約にかかる貸出未実行残高 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

極度額総額 

貸付実行残高 

差引額 

591,644

54,879

536,765

百万円 

 〃 

 〃 

576,188 

38,937 

537,251 

百万円 

 〃 

 〃 

なお、この契約は、融資限度額まで融資実行されずに終了するものを含んでいるため、
融資未実行残高そのものが必ずしも将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり
ません。 

（６）現金担保付債券貸借取引及び消費貸借契約等により受け入れている有価証券についての当連
結会計年度末時価は、貸付に供している有価証券が 108,701 百万円、担保に差し入れている
有価証券が 1,584,600 百万円、手許に所有している有価証券が 177,519 百万円であります。

（７）当社の発行済株式総数 
当社の保有する自己株式数 
連結会社及び持分法を適用した関連会社の保有する自己株式数

普通株式 
〃 
〃 

99,704
342
762

千株 
〃 
〃 

 

［ 連結損益計算書関係 ］ 

（１）一般管理費のうち主要な項目及び金額 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

報酬給与等 
退職給付費用 
役員退職慰労引当金繰入 
賞与引当金繰入 
事務計算費 
減価償却費 
貸倒引当金繰入 

3,148
424
196
471

1,196
1,489

-

百万円 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 

3,187 
323 
203 
450 

1,265 
1,475 
407 

百万円
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 

（２）固定資産売却益の内訳 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度）
建物 - 百万円 2 百万円
器具及び備品 -  〃 0  〃 

（３）固定資産売却損の内訳 
 （当連結会計年度） （前連結会計年度）
土地 9 百万円 16 百万円
器具及び備品 -  〃 0  〃 
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［ 連結キャッシュ・フロー計算書関係 ］ 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

現金及び預金 3,823 百万円 95,955 百万円 

現金及び現金同等物 3,823  〃 95,955  〃 
 

 

① セグメント情報 

（１）事業の種類別セグメント情報 

○ 当連結会計年度（平成 17 年 4 月 1 日から平成 18 年 3 月 31 日まで） 

 証券金融業
情 報 処 理 
サービス業 

計 
消    去 
又は全社 

連    結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ営業収益及び営業損益  

  営  業  収  益  

   (1)外部顧客に対する営業収益 34,233 2,992 37,226 - 37,226

   (2)セグメント間の内部営業収益 17 57 74 (74) -

               計 34,251 3,049 37,300 (74) 37,226

  営  業  費  用 25,352 3,008 28,360 (60) 28,299

  営 業 利 益 8,898 41 8,940 (13) 8,926

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出  

  資             産 9,720,252 2,174 9,722,426 (44) 9,722,382

  減 価 償 却 費 1,540 95 1,636 (8) 1,627

  資 本 的 支 出 1,663 41 1,704 (14) 1,689

（注）1．事業区分は事業内容の実態を勘案して区分しております。 
2．各事業の主な営業収益 
(1) 証 券 金 融 業 … 貸付金利息、有価証券貸付料等 
(2) 情報処理サービス業 … 事務計算受託料等 
3．資産についてはそのすべてを両セグメントに配分しております。 
4．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれております。 

○ 前連結会計年度（平成 16 年 4 月 1 日から平成 17 年 3 月 31 日まで） 

 証券金融業
情 報 処 理 
サービス業 

計 
消    去 
又は全社 

連    結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ営業収益及び営業損益  

  営  業  収  益  

   (1)外部顧客に対する営業収益 33,178 2,966 36,145 - 36,145

   (2)セグメント間の内部営業収益 16 113 130 (130) -

               計 33,195 3,080 36,276 (130) 36,145

  営  業  費  用 23,003 3,118 26,121 (125) 25,996

  営業利益又は営業損失（△） 10,191 △37 10,154 (5) 10,149

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出  

  資             産 9,227,861 2,151 9,230,013 (39) 9,229,973

  減 価 償 却 費 1,348 146 1,494 (5) 1,488

  資 本 的 支 出 2,368 72 2,441 (29) 2,412

（注）1．事業区分は事業内容の実態を勘案して区分しております。 
2．各事業の主な営業収益 
(1) 証 券 金 融 業 … 貸付金利息、有価証券貸付料等 
(2) 情報処理サービス業 … 事務計算受託料等 
3．資産についてはそのすべてを両セグメントに配分しております。 
4．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれております。 
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（２）所在地別セグメント情報 

在外子会社がないため該当事項はありません。 

（３）海外売上高 

該当事項はありません。 
 

② リース取引 
（借手側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
（単位 百万円） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額  
当連結会計年度 前連結会計年度 当連結会計年度 前連結会計年度 当連結会計年度 前連結会計年度 

器具及び備品 347 358 281 222 66 136

（注）取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

１年内 45 百万円 82 百万円 

１年超 21  〃 53  〃 

合  計  66  〃 136  〃 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過  

リース料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 
(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

支 払 リ ー ス 料 83 百万円 109 百万円 

減価償却費相当額 83  〃 109  〃 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引 

未 経 過 リース料 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

 １年内 4 百万円 4 百万円 

 １年超 2  〃 3  〃 

 合  計  7  〃 8  〃 

 

（貸主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 
（単位 百万円） 

取 得 価 額 減価償却累計額 期 末 残 高  

当連結会計年度 前連結会計年度 当連結会計年度 前連結会計年度 当連結会計年度 前連結会計年度

器具及び備品 119 216 88 151 31 64

そ の 他 69 71 45 33 23 37

合 計 188 287 134 185 54 101
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(2)未経過リース料期末残高相当額 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

１年内 37 百万円 61 百万円 

１年超 24  〃 56  〃 

合  計  61  〃 118  〃 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、営業債権の期末残高等に占める未経過リース料期

末残高及び見積残存価額の残高の合計額の割合が低いため、受取利子込み法により算

定しております。 

(3)受取リース料及び減価償却費 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

受取リース料 62 百万円 91 百万円 

減価償却費 29  〃 46  〃 

 

③ 関連当事者との取引 
該当事項はありません。 

 

④ 税効果会計 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

繰延税金資産    

未払事業税 

賞与引当金 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

貸倒引当金 

その他有価証券評価差額金 

その他 

184

240

1,225

268

457

8,501

218

百万円 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

227 百万円 

245 

1,233 

311 

528 

1,035 

226 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

繰延税金資産合計 11,096 〃 3,808 〃 

 

繰延税金負債   

子会社資産評価差額 

その他有価証券評価差額金 

その他 

△182

△2,507

△85

百万円 

 〃 

 〃 

△182 

△2,342 

△43 

百万円 

 〃 

 〃 

繰延税金負債合計 △2,775 〃 △2,568  〃 

繰延税金資産の純額 8,320 〃 1,239  〃 

 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差

異の原因となった主要な項目別の内訳 

当連結会計年度（自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日）及び前連結会計年度（自平成

16 年 4 月 1 日 至平成 17 年 3 月 31 日） 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が、法定実効税率の 100 分

の 5 以下であるため、記載を省略しております。 
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⑤ 有価証券 
１．売買目的有価証券 

（単位 百万円） 

 
当連結会計年度 

（平成18年3月31日）

前連結会計年度 

（平成17年3月31日）

連結貸借対照表計上額 - 9,999 

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 - △0 

 
２． 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位 百万円） 
当連結会計年度 

（平成18年3月31日） 
前連結会計年度 

（平成17年3月31日） 
種       類 

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額
連結貸借対照表
計 上 額 

時 価 差 額

(1) 

(2) 

(3) 

国債・地方債等 

社 債 

そ の 他 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

14 

100 

- 

14 

100 

- 

0

0

-

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えるもの 
小   計 - - - 114 115 0

(1) 

(2) 

(3) 

国債・地方債等 

社 債 

そ の 他 

14

-

-

14

-

-

△0

-

-

- 

- 

- 

- 

- 

- 

-

-

-

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えないもの 
小   計 14 14 △0 - - -

合       計 14 14 △0 114 115 0
 

３．その他有価証券で時価のあるもの 
（単位 百万円） 

当連結会計年度 
（平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（平成17年3月31日） 

種       類 
取得原価

連結貸借対照
表 計 上 額

差 額 取得原価
連結貸借対照
表 計 上 額 

差 額 

(1) 
(2) 
 
 
 
(3) 

株 式 
債 券 
国債・地方債等 
社 債 
そ の 他 
そ の 他 

1,233

149,595
-
-
80

7,131

149,829
-
-

109

5,898

234
-
-
29

1,178

1,234,240
4,773

-
65

4,049 
 

1,237,080 
4,803 

- 
80 

2,871

2,840
29
-
14

 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えるもの 

小   計 150,909 157,070 6,161 1,240,258 1,246,014 5,756

(1) 
(2) 
 
 
 
(3) 

株 式 
債 券 
国債・地方債等 
社 債 
そ の 他 
そ の 他 

-

1,825,383
10,000

-
-

-

1,804,499
9,997

-
-

-

△20,884
△3
-
-

-

1,213,896
1,002

-
-

- 
 

1,211,353 
1,000 

- 
- 

-

△2,542
△1
-
-

 

連結貸借対照

表計上額が 

取得原価を 

超えないもの 

小   計 1,835,383 1,814,496 △20,887 1,214,898 1,212,353 △2,544

合       計 1,986,293 1,971,567 △14,725 2,455,156 2,458,368 3,211
 
４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（単位 百万円） 

当連結会計年度 
自 平成 17 年 4 月  1 日
至 平成 18 年 3 月 31 日

前連結会計年度 
自 平成 16 年 4 月  1 日
至 平成 17 年 3 月 31 日

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

4,449,469 1,722 4,242 9,784,247 4,968 3,824
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５．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（単位 百万円） 

当連結会計年度 
（平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（平成17年3月31日） 種   類 

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
非 上 場 株 式 
ｺﾏｰｼｬﾙ･ﾍﾟｰﾊﾟｰ 

 
727 

47,992 

 
623 
- 

合   計 48,719 623 
 
６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（単位 百万円） 

当連結会計年度 
（平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（平成17年3月31日） 

種   類 

1 年以内 
1 年超 

5 年以内 

5年超 

10年以内
10 年超 1 年以内

1年超 

5 年以内 

5年超 

10年以内 
10 年超

債   券 

国債・地方債等 

社 債 

そ の 他 

 

1,307,946 

57,989 

- 

 

315,666 

- 

- 

65,056

-

-

265,675

-

-

1,072,295

3,600

-

 

1,062,946 

- 

- 

 

160,933 

2,303 

- 

152,274

-

-

合  計 1,365,935 315,666 65,056 265,675 1,075,895 1,062,946 163,236 152,274

 

⑥ デリバティブ取引 
当連結会計年度（自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日）及び前連結会計年度（自平成

16 年 4 月 1 日 至平成 17 年 3 月 31 日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

⑦ 退職給付 
１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を、確定拠出型の制

度として企業年金規約に基づく企業型年金制度を設けております。また、連結子会社は、確定

給付型の制度として厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を、確定拠出型

の制度として企業年金規約に基づく企業型年金制度を設けており、厚生年金基金制度について

は、総合設立型厚生年金基金である全国情報サービス産業厚生年金基金等に加入しております。 

なお、厚生年金基金への掛金拠出額割合に基づく連結子会社の年金資産相当額は 938 百万円

であります。 

 
２．退職給付債務に関する事項 

（単位 百万円） 

 
当連結会計年度 

（平成 18 年 3 月 31 日）
前連結会計年度 

（平成 17 年 3 月 31 日）

イ．退職給付債務 △7,677 △7,831 

ロ．年金資産 3,929 3,327 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △3,747 △4,504 

ニ．未認識数理計算上の差異 533 1,177 

ホ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ） △3,213 △3,326 

へ．前払年金費用 50 59 

ト．退職給付引当金（ホ－へ） △3,264 △3,386 

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
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３．退職給付費用に関する事項 

（単位 百万円） 

 

当連結会計年度 

自 平成17年4月  1日 

至 平成18年3月31日 

前連結会計年度 

自 平成16年4月  1日 

至 平成17年3月31日 
イ．勤務費用 240 258 

ロ．利息費用 159 153 

ハ．期待運用収益 △71 △53 

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 169 167 

ホ．過去勤務債務の費用処理額 - △142 

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 496 383 

（注）１．厚生年金基金に対する拠出金額を控除しております。 

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上してお

ります。 
 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当連結会計年度 
自 平成17年4月  1日 
至 平成18年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成16年4月  1日 
至 平成17年3月31日 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ．割引率 主として 2.0％ 同左 

ハ．期待運用収益率 主として 2.5％ 主として 2.0％ 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数  発生時の費用処理 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 主として 15 年 

（発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数に

よる定率法により、翌連結会計

年度から費用処理することと

しております。） 

同左 

（同左） 

 

⑧ 重要な後発事象 

（子会社の会社分割及び当該子会社株式の譲渡） 

当社は、平成 18 年 4 月 28 日開催の取締役会において、子会社であるジェイエスフィット株式会

社の営業の一部を会社分割により子会社である日本ビルディング株式会社へ承継する旨の両社の

決定を承認し、また、ジェイエスフィット株式会社株式の一部を関連会社である日本電子計算株式

会社に譲渡する旨の基本合意書の締結について決議いたしました。 

 

１．目的 

当社グループ内の事業ポートフォリオ集約による業務の一層の効率化及び事業内容に相応し

た資本関係の見直しによる業務の円滑化を図るものです。 

２．主な内容 

（１）ジェイエスフィット株式会社の会社分割 

① 分割期日 … 平成 18 年 7 月 1 日 

② 分割方式 … ジェイエスフィット株式会社の不動産部門の営業を吸収分割の方法に

より日本ビルディング株式会社が承継する。 

 

― 23 ― 



日本証券金融株式会社  

 

③ 株式分割に際して割当交付する株式 

日本ビルディング株式会社は、普通株式 600千株を発行し、分割期日前日のジェイエ
スフィット株式会社の株主に対して、ジェイエスフィット株式会社普通株式 1 株に

つき日本ビルディング株式会社の普通株式 3 株の割合を持って新株を交付する。 

④ 当事会社の概要 

商 号 ジェイエスフィット株式会社 日本ビルディング株式会社 

主な事業内容 システム開発、システムオペレーション 不動産賃貸管理 

資本金 

（発行済株式数）
100 百万円（200 千株） 100 百万円（2,000 千株） 

主要株主 
日本証券金融㈱165 千株（82.5%） 

日本ビルディング㈱35 千株（17.5%） 
日本証券金融㈱2,000 千株（100%）

 

（２）ジェイエスフィット株式会社株式の譲渡 

① 譲渡日 … 平成 18 年 7 月 3 日（予定） 

② ジェイエスフィット株式の譲渡前後の所有状況 

 日本証券金融㈱ 日本ビルディング㈱ 日本電子計算㈱ 

株式異動前 165 千株(82.5%) 35 千株(17.5%) － 

株式異動株数 △95 千株 △35 千株 ＋130 千株 

株式異動後 70 千株(35%) － 130 千株(65%)

③ 譲渡先会社の概要 

商 号 日本電子計算株式会社 

主な事業内容 情報処理サービス、ソフトウェア開発・販売 

上場取引所 東京証券取引所第一部 

 

３．連結業績予想への影響は、後日、あらためて公表する予定です。 
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平成１８年３月期 個別財務諸表の概要    平成 18年 5月 16日

上  場  会  社  名      日本証券金融株式会社 上場取引所 東

コード番号      8511 本社所在都道府県

（ＵＲＬ  http://www.jsf.co.jp ） 東京都

代 表 者    役職名     取締役社長        氏名     増  渕   　稔

問合せ先責任者    役職名     取締役総務部長  氏名     小野田    明 TEL (03) 3666 - 3184

決算取締役会開催日    平成 18 年 5 月 16 日 中間配当制度の有無　　有

配当支払開始予定日    平成 18 年 6 月 29 日 定時株主総会開催日    平成 18 年 6 月 28 日

単元株制度採用の有無　有  ( １単元  100 株 ）

１. 18年  3月期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）
(1)経営成績 (注）金額は百万円未満を切捨て

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年  3月期 29,084 20.8 7,011 93.0 8,786 84.1
17年  3月期 24,070 10.0 3,632 71.7 4,771 78.1

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり

当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

営業収益
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

18年  3月期 6,367 87.2 63   05 - 6.5 0.2 30.2
17年  3月期 3,400 90.3 33   47 - 3.6 0.1 19.8

(注)①期中平均株式数 18年  3月期   99,469,387 株　　　 17年  3月期   99,672,957 株

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③総資本経常利益率＝経常利益／（期首総資本＋期末総資本）÷2×100

        総資本＝負債（※）・資本合計（※預り担保有価証券、借入有価証券等を除く）

     ④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

18年  3月期 　　　　24　00 　　　　10　00 　　　　14　00 2,385 38.1 2.5
17年  3月期 　　　　14　00 - 　　　　14　00 1,394 41.8 1.4

(注)平成18年3月期（中間）より中間配当制度を導入

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　 銭

18年  3月期 95,677 1.8 961    95
17年  3月期 99,526 2.3 998    27

(注)①期末発行済株式数　18年  3月期   99,361,845 株      17年  3月期   99,634,637 株

 　  ②期末自己株式数　　18年  3月期  342,155 株      17年  3月期  69,363 株

     ③株主資本比率＝資本合計／負債（※）・資本合計×100（※預り担保有価証券、借入有価証券等を除く）

２. 19年  3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　 銭 円　 銭 円　 銭

中間期 15,000 6,000 3,500 12  00 - -
通 　期 31,000 11,000 6,500 - 12  00 24  00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   65円42銭

※上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提･見直し･計画に基づく予想が含まれております。

   株式市況・金利の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予想値と大幅に異なる可能性があります。

   なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の6ページをご参照下さい。

１株当たり株主資本

当期純利益

営　業　収　益 営  業  利  益 経  常  利  益

営業収益 経常利益 当期純利益

配当性向

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

7,915,064
6,091,572
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１．個別財務諸表等

（１）貸借対照表

（百万円未満切捨て）

（
科　　　　目

当　　　　期 前　　　　期
増　減 （△）

平成18年3月31日現在）（平成17年3月31日現在）

〔資　産　の　部〕 百万円 百万円 百万円

流　動　資　産 7,557,617 5,734,196 1,823,421 

現 金 及 び 預 金 3,481 4,695 △1,213 

有 価 証 券 854,497 1,082,274 △227,776 

貸 付 金 2,430,960 1,439,833 991,127 

（貸借取引貸付金） (2,328,082) (1,386,619) (941,463)

（公社債貸付金） (19,029) (2,042) (16,986)

（ 一 般 貸 付 金） (78,269) (45,592) (32,677)

（その他の貸付金） (5,578) (5,578) (-)

貸 付 有 価 証 券 705,150 604,539 100,611 

保 管 有 価 証 券 193,722 255,467 △61,744 

寄 託 有 価 証 券 1,740,415 955,998 784,416 

前 払 費 用 175 23 151 

繰 延 税 金 資 産 668 708 △39 

借入有価証券代り金 1,625,433 1,386,872 238,560 

未 収 収 益 834 927 △93 

その他の流動資産 3,319 3,997 △678 

貸 倒 引 当 金 △1,041 △1,142 100 

固　定　資　産 357,446 357,376 70 

有 形 固 定 資 産 2,111 2,144 △33 

建 物 997 998 △1 

器 具 及 び 備 品 273 256 17 

土 地 840 890 △49 

無 形 固 定 資 産 3,739 4,286 △546 

ソ フ ト ウ ェ ア 3,722 4,267 △545 

施 設 利 用 権 17 18 △1 

投資その他の資産 351,595 350,944 650 

投 資 有 価 証 券 345,351 349,883 △4,532 

社 内 貸 付 金 409 423 △13 

繰 延 税 金 資 産 5,463 267 5,196 

そ の 他 412 420 △8 

貸 倒 引 当 金 △41 △50 9 

資 産 合 計 7,915,064 6,091,572 1,823,491 
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（百万円未満切捨て）

（
科　　　　目

当　　　　期 前　　　　期
増　減 （△）

平成18年3月31日現在）（平成17年3月31日現在）

〔負　債　の　部〕 百万円 百万円 百万円

流　動　負　債 7,811,940 5,986,456 1,825,484 

コ ー ル ・ マ ネ ー 1,539,600 968,800 570,800 

売 渡 手 形 87,600 700,700 △613,100 

短 期 借 入 金 1,093,320 387,830 705,490 

コマーシャル・ペーパー - 172,000 △172,000 

売 現 先 勘 定 27,843 26,697 1,146 

未 払 金 44,015 10,255 33,760 

未 払 費 用 242 190 52 

未 払 法 人 税 等 1,706 847 859 

賞 与 引 当 金 393 410 △16 

貸 借 取 引 担 保 金 81,535 56,762 24,772 

貸付有価証券代り金 2,293,107 1,843,585 449,522 

預 り 金 2,362 2,311 50 

前 受 金 2 2 △0 

預 り 担 保 有 価 証 券 2,328,082 1,386,619 941,463 

借 入 有 価 証 券 302,380 423,565 △121,184 

貸 付 有 価 証 券 見 返 8,825 5,820 3,004 

前 受 収 益 294 37 256 

そ の 他 の 流 動 負 債 628 20 608 

固　定　負　債 7,446 5,589 1,856 

長 期 借 入 金 4,500 2,500 2,000 

再評価に係る繰延税金負債 98 103 △4 

退 職 給 付 引 当 金 2,432 2,549 △116 

役員退職慰労引当金 415 436 △21 

負 債 合 計 7,819,386 5,992,045 1,827,341 

〔資　本　の　部〕

資 本 金 10,000 10,000 - 

資 本 剰 余 金 5,181 5,181 - 

（ 資 本 準 備 金） (5,181) (5,181) (-)

利 益 剰 余 金 86,686 82,764 3,921 

（ 利 益 準 備 金） (2,278) (2,278) (-)

（ 任 意 積 立 金） (76,260) (74,460) (1,800)

（ 当 期 未 処 分 利 益） (8,148) (6,026) (2,121)

土 地 再 評 価 差 額 金 143 150 △7 

その他有価証券評価差額金 △6,056 1,476 △7,532 

自 己 株 式 △277 △46 △231 

資 本 合 計 95,677 99,526 △3,849 

負 債 及 び 資 本 合 計 7,915,064 6,091,572 1,823,491 
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（２）損益計算書

（百万円未満切捨て）

科　　　　　　目
当　　　期 前　　　期

増　減（△）自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日
至 平成18年3月31日 至 平成17年3月31日

百万円 百万円 百万円

営 業 収 益 29,084 24,070 5,014 

貸 付 金 利 息 11,028 7,690 3,337 

借入有価証券代り金利息 1,215 1,150 64 

受 取 手 数 料 883 727 155 

有 価 証 券 貸 付 料 13,628 10,762 2,866 

そ の 他 2,329 3,738 △1,409 

営 業 費 用 14,704 13,040 1,663 

支 払 利 息 1,049 875 173 

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ･ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ 利息 35 27 7 

支 払 手 数 料 1,085 756 329 

有 価 証 券 借 入 料 9,521 7,629 1,891 

そ の 他 3,012 3,751 △738 

営 業 総 利 益 14,380 11,029 3,350 

一 般 管 理 費 7,368 7,397 △28 

営 業 利 益 7,011 3,632 3,379 

営 業 外 収 益 1,774 1,139 635 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,703 1,021 682 

賃 貸 料 47 94 △46 

そ の 他 23 24 △0 

営 業 外 費 用 0 0 △0 

経 常 利 益 8,786 4,771 4,014 

特 別 利 益 123 279 △156 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 107 - 107 

固 定 資 産 売 却 益 - 1 △1 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 - 234 △234 

投 資 有 価 証 券 受 贈 益 16 - 16 

東京証券福祉共済会清算分配金 - 43 △43 

特 別 損 失 56 347 △290 

過 年 度 損 益 修 正 損 - 0 △0 

固 定 資 産 売 却 損 41 16 24 

固 定 資 産 除 却 損 15 330 △315 

税 引 前 当 期 純 利 益 8,852 4,703 4,149 

法人税、住民税及び事業税 2,477 1,214 1,263 

法 人 税 等 調 整 額 8 88 △80 

2,485 1,302 1,182 

当 期 純 利 益 6,367 3,400 2,966 

前 期 繰 越 利 益 2,767 2,789 △22 

土地再評価差額金取崩額 7 △163 170 

中 間 配 当 額 993 - 993 

当 期 未 処 分 利 益 8,148 6,026 2,121 
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（３）利益処分案

（百万円未満切捨て）

当　　　期 前　　　期
増　減 （△）自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日

至 平成18年3月31日 至 平成17年3月31日

百万円 百万円 百万円

当期未処分利益 8,148 6,026 2,121 

 これを次のとおり処分します。

株主配当金 1,391 1,394 △3 

役員賞与金 96 64 32 

（うち監査役賞与金） (15) (11) (3)

別途積立金 3,800 1,800 2,000 

　次期繰越利益 2,860 2,767 93 

（注）当期は、平成17年12月9日に993百万円（1株につき10円）の中間配当を実施いたしました。
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［ 重要な会計方針 ］ 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

売買目的有価証券 … 時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの … 移動平均法による原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 3～50 年 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

（３）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給対象期間に基づく当期の支給見込額を計上し

ております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（15 年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

（４）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（５）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

［ 会計方針の変更 ］ 

当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第 6 号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用しております。これによる当期の損

益に与える影響はありません。 
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［ 貸借対照表関係 ］ 

 （ 当 期 ） （ 前 期 ） 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 2,210 百万円 2,232 百万円 

（２）株式の状況    

授権株式数 

発行済株式総数 

152,195,000

99,704,000

株

〃

152,195,000

99,704,000

株 

〃 

（３）当社は、土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律（平成 13 年 3 月 31 日公布法律第 19 号）に基づき事業

用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価

に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」

として資本の部に計上しております。 
 

再評価を行った年月日 … 平成 14 年 3 月 31 日 

土地の再評価に関する法律

第3条第3項に規定する再

評価の方法 

… 土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公

布政令第 119 号）第 2条第 4号に定める地価税法第 16 条に

規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額

を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額に合理的な調整を行って算出しております。

土地の再評価に関する法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における

時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 … 176 百万円 

（４）担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

 

（ 当 期 ）

 

（ 前 期 ） 

有価証券 

保管有価証券 

寄託有価証券 

借入有価証券代り金 

その他の流動資産 

投資有価証券 

貸借取引担保金代用有価証券及び 
現金担保付債券取引等の受入有価証券 

854,497

29,000

1,325,493

98,477

500

323,720

2,606,384

百万円

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

1,072,275 

120,000 

523,523 

175,528 

- 

313,044 

656,295 

百万円

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

上記に対応する債務   

コール・マネー 

売渡手形 

短期借入金 

売現先勘定 

預り金 

借入有価証券 

1,342,100

87,600

-

27,843

1,914

98,477

百万円

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

889,500 

700,700 

4,000 

26,697 

2,114 

162,996 

百万円

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

（５）当社が保有する自己株式の数は、普通株式 342,155 株であります｡ 

（６）証券会社向け極度貸付及び顧客向け極度貸付にかかる貸出未実行残高 

 （ 当 期 ） （ 前 期 ） 

極度額総額 

貸付実行残高 

差引額 

559,814

45,674

514,140

百万円 

 〃 

 〃 

560,688 

37,937 

522,751 

百万円 

 〃 

 〃 

なお、この契約は、融資限度額まで融資実行されずに終了するものを含んでいるため、融資未

実行残高そのものが必ずしも将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。 
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（７）現金担保付債券貸借取引及び消費貸借契約等により受け入れている有価証券についての当期

末時価は、貸付に供している有価証券が 108,701 百万円、担保に差し入れている有価証券が

1,548,487 百万円、手許に所有している有価証券が 164,722 百万円であります。 

 

［ 損益計算書関係 ］ 

 （ 当 期 ） （ 前 期 ） 
（１）一般管理費のうち主要な項目及び金額   

報酬給与等 
退職給付費用 
役員退職慰労引当金繰入 
賞与引当金繰入 
福利厚生費 
事務計算費 
減価償却費 
賃借料・管理費 
貸倒引当金繰入 

2,231
396
116
393
337

1,206
1,236
456
-

百万円 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 

2,302 
291 
114 
410 
335 

1,275 
1,065 
507 
206 

百万円 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 

（２）固定資産売却益の内訳 

建物 - 百万円 1 百万円 

（３）固定資産売却損の内訳 

土地 41 百万円 16 百万円 

（４）関係会社に関する事項 

受取配当金 1,636 百万円 965 百万円 
 

 

① リース取引 
（借手側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位 百万円） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額  
当 期 前 期 当 期 前 期 当 期 前 期 

器具及び備品 351 362 284 224 67 137

（注）取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （ 当 期 ） （ 前 期 ）

１年内 46 百万円 83 百万円 

１年超 21  〃 53  〃 

合  計  67  〃 137  〃 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過  

リース料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 
(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

 （ 当 期 ） （ 前 期 ）

支 払 リ ー ス 料 84 百万円 141 百万円 

減価償却費相当額 84  〃 141  〃 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引 

未 経 過 リース料 （ 当 期 ） （ 前 期 ）

 １年内 4 百万円 4 百万円 

 １年超 2  〃 3  〃 

 合  計  7  〃 8  〃 
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② 有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの               （単位 百万円） 

貸借対照表計上額 時   価 差   額 
 

当 期 前 期 当 期 前 期 当 期 前 期 

子会社株式 - - - - - -

関連会社株式 1,015 1,015 8,239 6,509 7,223 5,494

合  計 1,015 1,015 8,239 6,509 7,223 5,494

 

③ 税効果会計 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 （ 当 期 ） （ 前 期 ）

未払事業税 

賞与引当金 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

貸倒引当金 

その他有価証券評価差額金 

その他 

170

160

990

168

341

6,637

144

百万円

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

69 

166 

1,012 

177 

426 

1,034 

136 

百万円 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

繰延税金資産合計 8,613  〃 3,023  〃 

    

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △2,480 百万円 △2,047 百万円 

繰延税金負債合計 △2,480  〃 △2,047  〃 

繰延税金資産の純額 6,132  〃 975  〃 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、  

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

（単位 ％） 

 （ 当 期 ） （ 前 期 ）

法定実効税率 

（調 整） 

40.7 

 

40.7 

 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 

IT 投資促進税制による税額控除 

その他 

0.1 

△7.7 

△4.9 

△0.2 

0.2 

△8.5 

△5.1 

0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.0 27.7 
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2．役員の異動（平成１８年６月２８日付） 
 
１．取締役の異動 

（１）退任予定取締役 

 小  野  田   明  （現 取 締 役 総 務 部 長） 

 
 奈  須  野   博  （現 取 締 役 経 理 部 長） 

 
 吉  田  幸  隆  （現 取 締 役 融 資 部 長） 

（２）役員の役職異動予定 

取 締 役 相 談 役 小  島  邦  夫  （現 取 締 役 会 長） 
 

 
２．執行役員の異動 

 ・新任予定執行役員 

上席執行役員総務部長 小  野  田   明  （現 取 締 役 総 務 部 長 ） 

 

執 行 役 員 経 理 部 長 奈  須  野   博  （現 取 締 役 経 理 部 長） 

 

執 行 役 員 融 資 部 長 吉  田  幸  隆  （現 取 締 役 融 資 部 長） 

 

執行役員貸借取引部長 朝  倉     洋  （現 貸 借 取 引 部 長） 

 

執行役員リスク管理部長 淡  島     滋  （現 リ ス ク 管 理 部 長） 

 

なお、取締役社長（代表取締役）増 渕 稔、取締役副社長（代表取締役）齋 藤 博、

専務取締役（代表取締役）原 田 久 雄、常務取締役 下 村 定、常務取締役 橋 本 泰 久

は、業務執行取締役として執行役員を兼務する予定です。 

以  上 
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